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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、ステークホルダーとの適切な協働を図り、社会から評価・信頼される企業になることを通じて、持続的な成長と中長期的な企業価
値の創出に努めることが、社是に基づいた「正しい企業経営」につながると考えています。

このような目的を実現するため、様々なステークホルダーからの支援が得られるよう素直かつ積極的な対話を行うとともにＥＳＧの課題に取り組
み、経営者が時機を逸することなく適切な判断を実施できるような環境をさらに整えていくことによって、透明・公正かつ迅速・果断な経営を実現す
ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

2021年６月の改訂後のコード（プライム市場向けの原則を除きます。）に基づいて記載しています。

【補充原則２－５－１】内部通報に関する体制整備

当社は、社員が法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼした事実又は及ぼすおそれのある事実を発見した場合の内部通報窓口として、
「Compliance Hotline」及び「りんりんDial」を設置し、これらの事実を発見した場合には直ちに通報することを社員の義務としています。

「Compliance Hotline」及び「りんりんDial」の担当部門である企業倫理室は、内部通報の状況について、通報者の匿名性に配慮しつつ、「企業倫理

委員会」を通じて定期的に取締役会に報告しています。

当社は、通報された情報や疑念に対する事実確認調査や検証に当たり、経営陣から独立した窓口を設けておりませんが、内部通報制度がリスク
の早期発見のために有効であり、組織の自浄作用の向上やコンプライアンス経営の推進に資するものであるという認識に基づいて、継続的に実
効性の向上に努めて参ります。

【原則４－11】取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件

当社は、適正規模を考慮し、海外事業を含む経営全般に知見を有する日本人取締役により取締役会を構成しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式

当社は、取引関係の維持・強化等の目的で、必要最小限の株式を保有します。この場合、配当や取引関係の維持・強化等によって得られる利益
とリスク・資本コスト等を総合的に勘案し、当社の企業価値の増加に資するか否かの観点から、投資の可否を判断します。

取締役会は、毎年、個別の政策保有株式について、取得時に比較して保有目的の希薄化有無や保有に伴う便益、リスクが資本コストに見合って
いるかを基準に、保有の適否を検証しています。また検証の結果、保有する合理性がないと判断した株式については、市場への影響等を総合的
に考慮のうえ、適宜売却します。

議決権の行使については、議案の内容を精査し、株主価値の向上に資するものか否かを判断した上で、適切に議決権を行使します。株主価値を
毀損するような議案については、会社提案・株主提案にかかわらず、肯定的な判断を行いません。

【原則１－７】関連当事者間の取引

当社は、取締役（監査等委員を含みます。）又はその近親者と取引（間接取引を含みます。）を行うときは、事前に取締役会の承認を得ます。

グループ会社間の取引については、重要な取引を行うときは、取引条件及びその決定方法の妥当性等について事前のリーガルチェックを実施す
るとともに、複数の独立社外取締役を含む取締役会において十分に審議した上で決定します。

【補充原則２－４－１】中核人材の登用等における多様性の確保

「Ⅲ　株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況」「３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況」「その他」をご参照ください。

【原則２－６】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

当社は、企業年金の積立金の運用が従業員の安定的な資産形成だけでなく、当社の財政状態に影響を与える場合もあることを踏まえ、企業年金
基金に経理財務部門の出身者など資産運用に必要な経験や資質を備えた人材を配置するとともに、外部の専門家を活用することにより、健全な
年金制度運営を維持しています。

また、運用を委託する運用機関より、定期的に運用状況やスチュワードシップ活動に関する報告を受ける場を設定して、各運用機関のモニタリン
グを実施しています。

積立金の運用は、個別の投資先選定や議決権行使は各運用機関に一任することで、企業年金の受益者と会社との間で利益相反が生じないよう
にしています。

【原則３－１】情報開示の充実

（i）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社グループは、企業理念を制定し、公表しています。詳細は、当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/company/corporate-philosophy.html

中期経営計画は、「統合レポート」内で公表しています。詳細は、当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/library/chukei.html



（ii）当社グループにおけるコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

「Ⅰ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」「１．基本的な考え方」をご参照ください。

（iii）報酬委員会が取締役及び執行役員の報酬を決定するに当たっての方針と手続

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「２．業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」をご参照ください。

（iv）取締役会が取締役候補者の指名と執行役員の選解任を行うに当たっての方針と手続

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「２．業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」をご参照ください。

（v）取締役会が上記（iv）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

当社は、株主総会に取締役（監査等委員である取締役を含みます。）の候補者を提案する場合又は現行取締役を解任する場合には、招集通知に
おいて、当該候補者の指名理由又は取締役の解任理由を説明します。

【補充原則３－１－３】サステナビリティについての取組み等

＜サステナビリティについての取組み＞

当社サステナビリティレポートをご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/csr-eco/report.html

＜人的資本、知的財産への投資等＞

１．人的資本への投資

当社は、共生社会の実現を目指す企業経営を支え、成長発展するためには、人を育てる企業文化を進化させる必要があると考えています。第11
次中期経営計画（2021年～2023年）では、「人材育成の強化」を最優先事項に掲げ、「The Unicharm Way」*を活用したグループ共通のマネジメント

モデルの社内浸透によって、推進することを目指しています。2021年から2022年にかけては、顧客の購買行動の変化に伴いデジタルテクノロジー
を活用して経営や事業のあり方を変革する必要があるという経営課題認識に基づいて、データサイエンス勉強会、選択型e-Learning、社内外のト
レーニーなどのプログラムを整備し、データサイエンス分野に関する社員のリスキリングを推進します。

*The Unicarm Way：当社の「ものの見方、考え方、行動の仕方」をまとめた「ユニ・チャーム語録」など、10のコンテンツを収録。各国言語へ翻訳し

全社員が活用しています。2021年2月にアプリ化を実施。

２．研究開発・知的財産への投資

当社の革新性の源泉である、創業以来全社員が心がけてきた“尽くし続けてこそNo.1”の精神のもと、“テクノロジーイノベーションで新たな価値を
創造し続ける”を基本に、香川県観音寺市のテクニカルセンター及びエンジニアリングセンターを中心として、不織布技術、特殊高分子吸収技術、
紙並びにパルプに関するノウハウの開発と改良を絶え間なく行い、カテゴリー No.1商品の育成と開発から市場導入までのリードタイム短縮による

効率化に取り組んでいます。2020年度におけるグループ全体の研究開発費は、7,808百万円（連結売上高比1.1％）となっています。

また、当社ではNOLA & DOLAの実現に貢献する商品、技術およびサービスの開発に注力しており、これら開発活動により創出された知的財産

を、着実に出願し、権利化することで事業の持続的な優位性の確保を推進しています。具体的には、特許・実用新案・意匠・商標の各権利を使い
分けし、事業・開発成果を多面的に保護、更に取得した権利を事業に活用する活動を図るとともに、事業のグローバル展開に応じ、海外での出
願・権利化を効率的に進め、グローバルでの知的財産権のポートフォリオ強化を図っています。グローバル特許出願率は65.6%（2018年）、日本特
許登録率は92.0%（2020年）と業界トップクラスの割合を実現しています（「特許行政年次報告書2021年版」より）。

【補充原則４－１－１】経営陣に対する委任の範囲

当社は、意思決定の透明性確保を重視し、会社法第399条の13第６項の規定に基づく定款の定めによる重要な業務執行の決定の取締役への委
任は行っていませんが、取締役会が中長期の方向性の決定や執行に対する監督などその機能を果たすために必要な討議時間を確保できるよ
う、法令により認められた範囲内で業務執行の決定を代表取締役社長執行役員その他の執行役員等に委任しています。なお、取締役会決議及
び社内規程により、執行役員の担当業務や権限、当社の執行役員と国内外グループ会社の経営者との役割分担を、明確に定めています。

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「１．機関構成・組織運営等に係る事
項」【独立役員関係】をご参照ください。

【補充原則４－11－１】取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方並びに取締役の有するスキル等の組合せ

当社は、SDGs達成に貢献することをパーパス（存在意義）とし、ミッション：「共生社会（Social Inclusion）の実現」、ビジョン：「NOLA & DOLA」*、バ

リュー：「共振の経営」の３つに分けて具体化しています。これらの実現に向けて、当社の取締役会は、様々なステークホルダーに適切な配慮がな
され、かつ、意思決定の透明性・公正性が確保されるように、経営に対する監督を行うことによって、社会からの評価・信頼を獲得しつつ迅速・果
断な経営を促し、持続的な成長と中長期的な企業価値の創出を実現する役割を担っています。このような役割を実効的に果たすためには、取締
役会が、必要な知識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、多様性と適正規模を両立させる形で構成される必要があると考えています。また、
当社は監査等委員会設置会社であることから、監査等委員である取締役が全体として、実効的な監査を行うのに必要な知識・経験・能力を備えて
いる必要があると考えています。これらを勘案し、当社の取締役会が備えるべきであると考える主なスキル等の概要は以下のとおりです。

* Necessity of Life with Activities & Dreams of Life with Activitiesの頭文字をとったもの。「すべての生活者やパートナー・アニマル（ペット）まで、

生きとし生けるものがさまざまな負担から解放されるよう、心と体をやさしくサポートする商品・サービスを提供し、一人ひとりの夢を叶えたい」という
想いを込めています。

＜経営経験＞適正規模を維持しつつ様々なステークホルダーに適切な配慮を行うためには、様々なステークホルダーの利害の調整を要する経営
の経験を有する者を選任することが望ましいと考えています。また、経営に対する実効的な監督を行うためには、取締役が経営経験を有すること
が望ましく、特に経営トップとしての経験が有用であると考えています。中でも、独立社外取締役の中に経営経験を有する者が含まれていることが
重要と考えています。

＜財務・会計等＞監査等委員である取締役には、財務・会計・法務に関する知識、特に、財務・会計に関する十分な知見を有する者が含まれてい
ることが必要と考えています。

＜戦略＞上記のパーパス、ミッション、ビジョン、バリューの実現に向けて、第11次中期経営計画では、(1) 人材育成の強化、浸透、(2) ＤＸ活用で

顧客の深層心理を探索しブランド強化、(3) モノづくりの原理を徹底的に分解し最適なプロセスを構築、(4) 新たな成長の柱へ重点集中、(5) 循環型

バリューチェーンの構築という５つの戦略を掲げています。取締役会が経営に対する監督機能を発揮する上で、これらの戦略分野に関する知識・



経験・能力が有用であると考えています。

当社の取締役の有するスキル等の組合せは、別紙をご参照ください。

【補充原則４－11－２】取締役の時間・労力の確保

当社では、取締役が他の会社の役員を兼職する場合には、取締役会の承認を必要としています。

取締役が他の会社の役員を兼任する場合には、当社の取締役としての役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を確保できるか等
の観点から審議します。兼任状況は、事業報告書にて、毎年開示します。

【補充原則４－11－３】取締役会全体の実効性についての分析・評価

当社は、毎年、全取締役を対象とするアンケートを実施し、その結果を踏まえた討議を全取締役が出席のもと実施しています。この討議を通じて取
締役会全体の実効性についての分析・評価結果をとりまとめ、取締役会の実効性向上を図っています。本年（2021年）の分析・評価結果の概要は
下記のとおりです。

１．当社の取締役会では、各取締役から多くの意見が出され、活発な討議に基づく充実した審議がなされている。また、昨年（2020年）の分析・評
価においてより一層の取組みを進めていく必要性が認識された点について、以下のとおり具体的な改善が図られている。こうしたことから、当社の
取締役会は有効に機能していると評価できる。

（１）中期経営計画の全社戦略に関してテーマごとに討議する機会が定期的に設けられ、戦略遂行に際して留意すべき点などに関する充実した議
論が行われた。

（２）事前に配信された資料を参照することなどにより論点の把握が可能と考えられる議案については、説明時間を大幅に短縮したり一括して採決
したりする運用が取り入れられ、重要な論点について討議する時間が従来以上に確保されるようになった。

（３）中期経営計画の全社戦略に関する討議を始めとして、執行役員と社外取締役との討議の機会が意識的に設けられるようになり、指名委員会
の委員でもある社外取締役による取締役の後継者の育成及び評価の実効性が高まった。また、譲渡制限付株式報酬制度が導入され、対象取締
役に企業価値の持続的な向上を図る更なるインセンティブが与えられるとともに、株主との一層の価値共有が進められた。

２．今後、取締役会の実効性をさらに高めていくため、次のような取組みを進めて行くことを検討する。

（１）策定プロセスの早い段階における議論すべきテーマの選定や、実行段階に入った後のレビューを含め、中期経営計画に対する取締役会の関
わり方をより一層高度化する。

（２）DXを顧客価値拡張につなげるため、執行部門に委ねるべきものは執行部門に委ね、関与を強めるべき点は強める視点を含め、取締役会の
関与のあり方を改善する。

（３）監査機能の強化や不祥事の予防など守りのガバナンスの強化に向けて取締役会が果たしうる役割についても、さらに議論を深める。

【補充原則４－14－２】取締役・監査役に対するトレーニングの方針

当社は、社外取締役を含む取締役に対して、就任の際に、会社の事業・財務・組織等に関する必要な知識を習得し、取締役に求められる役割と責
務（法的責任を含みます。）を十分に理解するための機会を提供します。また、就任後においても、取締役・執行役員を対象とする勉強会を定期的
に実施します。外部セミナーへの積極的な参加も推奨します。

【原則５－１、補充原則５－１－２】株主との建設的な対話に関する方針

当社は、株主からの対話（面談）の申込みに対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理的な範囲で前向き
に対応します。取締役会は、株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針を検討・承認します。

□方針

（i）株主との対話全般について統括を行い、建設的な対話が実現するように目配りを行う執行役員の指定

株主との対話全般について、その統括を行い、建設的な対話が実現するように目配りを行う執行役員は、企画本部担当執行役員とします。

（ii）社内のＩＲ担当、経営企画、総務、財務、経理、法務部門等の有機的な連携のための方策

決算等の開示・説明に関して、ＩＲ担当部門、広報部門、総務部門で、定期的に会議を実施します。これに、経営企画部門、経理財務部門、法務部
門等が必要に応じて参画し、有機的な連携を図ります。

（iii）個別面談以外の対話の手段の充実に関する取組み

個別面談以外にも、アナリスト・機関投資家向け説明会や決算説明会、ウェブサイト上での情報開示の実施等により、当社の経営戦略や事業環
境に関する理解を深めていただけるよう、取組みを行います。

（iv）株主の意見等に対する適切かつ効果的なフィードバックのための方策

ＩＲにより把握された株主やアナリストからの意見は、ＩＲを実施した代表取締役社長執行役員が、実施の都度、取締役会に報告し、当社経営戦略
のレビュー等に積極的に活用します。また、株主総会招集通知にはアンケートを掲載、機関投資家向け説明会においてもアンケートを実施し、そ
の回答のフィードバックを行います。

（v）インサイダー情報の管理に関する方策

株主へのインサイダー情報の伝達は、原則として禁止しています。株主にインサイダー情報を伝達する場合には、原則として、その伝達と同時に、
当該インサイダー情報を公表します。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ユニテック（株） 154,956,780 24.87

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 39,082,400 6.52

高原基金（株） 28,080,000 4.69

（株）日本カストディ銀行（信託口） 22,261,100 3.72

日本マスタートラスト信託銀行（株）（退職給付信託口・広島銀行口） 17,287,200 2.89



（株）伊予銀行 15,299,856 2.55

日本生命保険（相） 12,188,718 2.03

THE BANK OF NEW YORK MELLON AS DEPOSITARY BANK FOR DEPOSITARY RECEIPT

HOLDERS
11,360,505 1.90

BNYMSANV RE MIL RE FIRST SENTIER INVESTORS ICVC - STEWART INVESTORS ASIA

PACIFIC LEADERS SUSTAINABILITY FUND
10,395,200 1.74

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) SUB A/C AMERICAN CLIENTS 9,721,883 1.62

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 18 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

和田　浩子 他の会社の出身者

杉田　浩章 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

和田　浩子 ○ ○

東京証券取引所「上場管理等に関するガ
イドライン」で規定された独立性基準及び
当社が定める「独立取締役の選任基準」
を満たしており、当社一般株主との利益相
反の生じるおそれがないと判断し、独立役
員として指定します。

プロクター・アンド・ギャンブル・カンパニーの本
社役員や外資系企業の日本法人社長など、多
様な経営経験を持ち、グローバルな観点での
企業経営に高い識見を有しています。当社で
は、2019年３月から監査等委員である社外取
締役を務め、取締役会においては経営の重要
課題に関して、財務、ガバナンス、経営戦略、
マーケティングなど様々な切り口から、経営の
専門家として積極的に提言をいただいていま
す。当社がグローバル展開を更に進展させる
にあたり、経営における監査機能向上のため
に適切な人材と判断しています。



杉田　浩章 ○ ○

株式会社ボストン・コンサルティング・グ
ループのマネージング・ディレクター＆シ
ニア・パートナーを務めていますが、現在
は当社へのコンサルティングには関与して
おらず、また、直近３事業年度における同
社グループ及び当社グループの連結売上
高に占める当社グループのコンサルティ
ング費用支払額の割合は、いずれも0.1％
未満であることから、東京証券取引所「上
場管理等に関するガイドライン」で規定さ
れた独立性基準及び当社が定める「独立
取締役の選任基準」を満たしており、当社
一般株主との利益相反の生じるおそれが
ないと判断し、独立役員として指定しま
す。

大手外資系コンサルティング会社、株式会社ボ
ストン・コンサルティング・グループ日本代表を
務めるなど、企業経営における財務・会計及び
経営戦略、特にグローバル化戦略、コーポレー
ト・ガバナンス、グループマネジメント、デジタラ
イゼーション、トランスフォーメーションに対する
豊富な支援経験から、高い識見を有しており、
当社がグローバル展開を更に進展させるにあ
たり、ガバナンスと経営戦略の両面において適
切な提言をいただけるものと判断しています。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

「Ⅳ　内部統制システム等に関する事項」「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」「６．監査等委員会の補助使用人」
をご参照ください。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、会計監査人（ＰｗＣあらた有限責任監査法人）と連携して、本社及び主要な事業所並びに国内外グループ会社における業務及
び財産の状況を調査し、報告を求め、財務諸表に対する信頼性の向上のため、四半期に１回定期的に、あるいは、必要に応じて随時会合を持ち、
それぞれの監査計画と結果について状況の共有を図りながら、効果的かつ効率的な監査を実施しています。

また、内部監査部門とは、定期的に監査等委員会にて、内部監査結果の報告を受け、内部統制システムの適正性を総合的、客観的に評価すると
ともに、抽出された課題等に対して改善に向けた提言、是正勧告、フォローアップに取り組んでいます。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

指名委員会及び報酬委員会は、いずれも、代表取締役社長執行役員１名、独立社外取締役２名、その他の非業務執行取締役１名で構成されて
います。

【独立役員関係】



独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

当社は、「独立取締役の選任基準」を定めています。詳細は、当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/company/corporate-governance.html

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するように役割・責務を果たす資質を十分に備えた独立社外取締役を、２名選
任しています。今後も、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる者を独立社外取締役の候補者として指名するよう努
めます。

なお、当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

■取締役の報酬制度の概要

当社の取締役の報酬制度の概要につきましては、「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン
ス体制の状況」「２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」「■報酬決定」の
項目をご参照ください。

■譲渡制限付株式報酬について

当社は、譲渡制限付株式報酬を導入しています。譲渡制限付株式報酬は、対象取締役及び執行役員が当社から支給された金銭債権の全部を現
物出資財産として払い込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものです。対象取締役及び執行役員と当社の間では、譲渡制限付
株式割当契約を締結します。

＜譲渡制限付株式割当契約の主な内容＞

①対象取締役及び執行役員は、割当てを受けた日から３年間（以下「譲渡制限期間」という。）、割当てを受けた当社の株式（以下「本割当株式」と
いう。）について、譲渡等の処分をしてはならない。

②対象取締役又は執行役員が譲渡制限期間の満了する前に、当社の取締役又は執行役員等を退任・退職した場合には、任期満了その他正当
な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

③対象取締役及び執行役員は、重大な不正会計や巨額損失が発生した場合等には、その責任に応じ、累積した本割当株式の全部又は一部を無
償返還する。

■ストックオプション制度について

当社では、2015年３月27日開催の第55回定時株主総会決議に基づいて、当時の当社の取締役（当時監査等委員であった取締役を除きます。）及
び社員、並びに国内完全子会社の取締役及び社員に対して、ストックオプションとして新株予約権を発行しています。なお、ストックオプションの権
利行使期間は、2022年５月31日までとなっています。

＜主な行使条件＞

①2021年２月28日までに東京証券取引所における当社普通株式１株の普通取引の終値が一度でも4,030円以上にならなければ、新株予約権を
行使することができない（注）。

②新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても当社の取締役等の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役を任期満了によ
り退任した場合等はこの限りではない。

（注）2020年３月30日において、東京証券取引所における当社普通株式1株の普通取引の終値は条件価格を上回っており、当該行使条件を満た
しています。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

「社是の実現」を通じて目標とした企業価値（株式時価総額）に到達した場合、株主をはじめとする各ステークホルダーの利益に連動して当社の監
査等委員でない取締役及び社員、並びに国内完全子会社の取締役及び社員も利益が享受できる制度を導入することで、企業活動に携わる一人
ひとりの士気をさらに高めて、それぞれの計画を達成することが当社グループの価値増大につながる一体感を醸成し、成功確率をさらに高めるこ
とを目的としてストックオプションを付与しました。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明



連結報酬等の総額が１億円以上の者は、有価証券報告書において個別開示を行っています。

有価証券報告書は、当社ウェブサイトに掲載しています。

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/library/securities.html

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「２．業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）」「■報酬決定」をご参照ください。

【社外取締役のサポート体制】

担当セクレタリーが社外取締役をサポートするとともに、取締役会事務局が取締役会に関する調整や資料の事前配布等を行っています。取締役
会の資料は原則として４営業日前までに配信し、事前検討の時間を確保するよう努めるとともに、決議事項に直接関係しない場合にも当社の重要
な戦略等に関する情報を提供し、社外取締役が的確な判断を行えるようサポートしています。

また、監査等委員会室の補助使用人が監査等委員である２名の社外取締役を補佐するとともに、常勤監査等委員が、取締役会議案の事前説明
等を行い、必要な場合には適宜関係部門との会議を設定するなど、社外取締役をサポートしています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

該当者はおりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

■ガバナンス機構

□取締役会

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「１．機関構成・組織運営等に係る事
項」【取締役関係】の項目をご参照ください。

□監査等委員会

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「１．機関構成・組織運営等に係る事
項」【監査等委員会】の項目をご参照ください。

□指名委員会及び報酬委員会

「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「１．機関構成・組織運営等に係る事
項」【任意の委員会】の項目をご参照ください。

□諮問会議

全執行役員及び関係部門の責任者並びに常勤の監査等委員が出席し、代表取締役社長執行役員が議長を務めます。社外取締役も、必要に応
じて出席します。中期経営計画で掲げた戦略の具体化並びにグループ会社の事業計画及び戦略を審議します。

□業務執行会

全執行役員及び関係部門の責任者等が出席し、代表取締役社長執行役員が議長を務めます。原則として毎月開催され、業務執行状況の報告を
行うとともに、議長が選定した業務執行上の重要課題について討議し迅速な解決を図ります。

□ＥＳＧ委員会

代表取締役を委員長、取締役副社長を副委員長とし、ＥＳＧ本部が事務局を務めます。中期経営計画の主要テーマ及び中長期ＥＳＧ目標等に関
係する活動の進捗状況及び課題対策について討議・決定します。

□企業倫理委員会

代表取締役社長執行役員を委員長、企業倫理室担当執行役員を副委員長、全監査等委員を常任委員とし、倫理・法令遵守体制を推進します。

□内部統制委員会

代表取締役社長執行役員を委員長、経営監査部担当執行役員を副委員長とし、経営監査部が事務局を務めます。財務報告に係る内部統制の
評価及び監査に関する事項を推進します。



■業務執行

当社は、執行役員制度を採用しています。代表取締役社長執行役員は、全執行部門の長として業務執行に当たります。その他の執行役員は、各
執行部門の長として取締役会及び代表取締役社長執行役員によって定められた担当業務について責任を負い、その業務を執行します。

■指名

〔方針〕

取締役候補者は、社内外を問わず、人格に優れ、経営全般の知見を有する者の中から、善管注意義務・忠実義務を適切に果たし、当社の持続的
な成長と企業価値向上に貢献する資質を重視して指名します。社内取締役については、取締役、指名委員会及び取締役会が後継者の育成状況
について定期的に確認し、監督を行うとともに、その結果を踏まえた指名を行います。なお、取締役候補者の指名に当たっては、取締役会が、必
要な知識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、多様性と適正規模を両立させる形で構成されるようにします。詳細は、「Ⅰ　コーポレート・ガ
バナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」「１．基本的な考え方」「【コーポレートガバナンス・コードの各原則
に基づく開示】」「【補充原則４－11－１】取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方並びに取締役の有するスキル
等の組合せ」をご参照ください。

執行役員は、人格に優れ、当社グループの事業に精通する者の中から、我が社が幹部・社員の行動指針として定めた「“我が五大精神”と社員行
動原則」を実践し、当社グループの業務を適切に執行する能力を重視して選任します。

取締役・執行役員いずれについても、その役割毎に評価指標を明確にして開示することで客観性及び透明性を確保し、基準以下の評価が2年連
続した場合には、指名委員会の審議対象とし、その助言・提言を踏まえて取締役会により総合的に判断した上で解任する（または再任しない）こと
とします。

具体的な評価指標につきましては、下記の「■報酬決定」「□評価指標」の項目をご参照ください。

〔手続〕

取締役候補者の指名及び執行役員の選任は、透明性および客観性確保を目的に、代表取締役社長執行役員１名、独立社外取締役２名、その他
の非業務執行取締役１名で構成され、独立社外取締役が委員長を務める「指名委員会」の意見を聞いて、取締役会が決定します。指名委員会
は、必要に応じて、取締役候補者の指名及び執行役員の選任に関する方針についても審議します。

監査等委員である取締役の候補者については、指名委員会が監査等委員会の方針を踏まえて審議を行って原案を作成し、事前に監査等委員会
の同意を得た上で、取締役会で決定します。

〔後継者計画〕

当社は、以下のとおり後継者の育成・指名を行う体制としています。

①各執行役員が、将来の取締役・執行役員候補者に対して、定期的に各候補者のキャリアビジョン・キャリアプランを踏まえた面談を実施し、人材
マップを作成・更新します。

②代表取締役社長執行役員が、各執行役員に対して、四半期ごとに個別面談を実施し、客観的な判定が可能な担当部門及び執行役員個人の達
成目標を決定するとともに実績を評価し、指導・育成を行います。

③以上の仕組みの運用状況を定期的に指名委員会及び報酬委員会に報告し、審議・討議を行います。

④取締役会は、指名委員会における審議の結果を踏まえて、取締役候補者及び執行役員を指名します。

⑤中長期的な取締役および執行役員候補の発掘および育成を目的のひとつとして、代表取締役社長執行役員の直轄人材育成プログラムとして
「グローバル15プロジェクト」（部長級幹部を対象とし、15名前後を１期とし、３年間累計18回程度の会合を実施。一般教養を学ぶ体験型研修を実
施）や「戦略担当秘書制度」（30歳代の中堅社員を対象とし、２ヶ月間所属部門から経営企画室へ異動し、代表取締役社長執行役員の秘書として
活動し、OJTを通じて経営者の思考特性、行動特性を学ぶ）等を実施しています。

なお、全社重点戦略等について執行役員が社外取締役を含む取締役との討議を行う場を設定することによって、社外取締役による指導・育成や、
社外取締役が委員を務める指名委員会における審議の実質化を図っています。

〔CEOの選解任〕

当社の代表取締役の選解任は、後継者計画同様に当社における最も重要な戦略的意思決定であると認識しています。

代表取締役の責務である全社業績及び重点戦略の達成度に関する評価指標を明確にし、基準以下の評価が２年連続した場合には、指名委員会
の審議対象とし、その助言・提言を踏まえて取締役会により総合的に判断します。

具体的な評価指標につきましては、下記の「■報酬決定」「□評価指標」の項目をご参照ください。

■報酬決定

〔方針〕

当社の取締役（監査等委員である取締役を除きます。）及び執行役員の報酬等及びその方針は、その役割と責務にふさわしい水準となるよう、業
績及び企業価値の向上に対する動機付けや、優秀な人材の確保等を総合判断し、決定します。攻めの経営を促し、経営戦略の完遂、経営計画
の達成に向けた役員報酬に関する基本的な考え方は以下のとおりです。なお、監査等委員である取締役の報酬等は、固定報酬のみです。

□基本ポリシー

①持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること

②経営計画の完遂、会社業績の達成を動機付ける業績連動性の高い報酬制度であること

③経営を担う「人材」に対してアトラクション＆リテンションできる報酬水準であること

④報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

□報酬水準の考え方

外部環境や市場環境の変化に対して迅速な対応を行うため、同業・同規模他業種の企業の役員報酬水準をベンチマークし、当社の財務状況を踏
まえて設定します。金銭報酬の目標値を上位25%、中長期的な株式報酬を合算した目標値を上位10%に設定しています。

□報酬構成

取締役及び執行役員の報酬等は、①基本報酬、②業績連動報酬、③譲渡制限付株式報酬で構成しています。

①基本報酬（37.5%）：固定報酬として、職責の大きさに応じた役職ごとに決定し、毎月一定の金額を支給します。

②業績連動報酬（37.5%）：短期的なインセンティブとして、１年間（１月～12月）の業績結果に応じて基本報酬の金額の0%～200%の範囲で決定し、
翌年４月～翌々年３月にかけて毎月一定の金額を支給します。

③譲渡制限付株式報酬：中長期的な企業価値向上を図るインセンティブとして、１年間（１月～12月）の業績結果に応じて、基本報酬の金額の
33%～100%に相当する譲渡制限付株式を翌年４月に割り当てます。

譲渡制限付株式報酬及びストックオプション制度については、「Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレー
ト・ガバナンス体制の状況」「１．機関構成・組織運営等に係る事項」【インセンティブ関係】の項目を併せてご参照ください。



□評価指標

業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬を決定する際の業績結果の評価指標は、以下のとおりです。

・全社業績：全社売上高／全社コア営業利益／当期利益（構成比20%～50%）

・担当部門業績：担当部門売上高／担当部門利益（構成比0%～40%）

・全社重点戦略：役員自身で実行する優先戦略／ESG評価（専門機関の評価等）（構成比20%～50%）

・担当部門重点戦略：担当部門の最優先戦略（構成比0%～40%）

（構成比の例）

　＜取締役の場合＞

　・全社業績50%

　・全社重点戦略50%

　＜ライン部門の役付執行役員の場合＞

　・全社業績20%

　・担当部門業績30%

　・全社重点戦略20%

　・担当部門重点戦略30%

〔手続〕

当社の取締役（監査等委員である取締役を除きます。）及び執行役員の報酬等及びその方針に関する手続は、以下のとおりです。なお、監査等委
員である取締役の報酬等は、監査等委員である取締役の協議により決定します。

□個人別の報酬等の決定手続

代表取締役社長執行役員１名、独立社外取締役２名、その他の非業務執行取締役１名で構成され、独立社外取締役が委員長を務める「報酬委
員会」の意見を聞いて、取締役会から委任を受けた代表取締役社長執行役員が決定します。

□報酬等の決定方針に関する手続

報酬等の決定方針は、代表取締役社長執行役員１名、独立社外取締役２名、その他の非業務執行取締役１名で構成され、独立社外取締役が委
員長を務める「報酬委員会」の意見を聞いて、取締役会が決定します。

■監査・監督

□監査等委員会による監査・監督

監査等委員会は、「監査等委員会監査等基準」及び「内部統制システムに係る監査等委員会監査実施基準」を定め、これらに準拠して監査を行っ
ています。また、監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除きます。）の選任及び報酬等について、意見を決定しています。取締役
の選任及び報酬等に関する監査等委員会の意見については、株主総会の招集通知をご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/convocation.html

□内部監査部門による監査

内部監査部門として、代表取締役社長執行役員直轄の経営監査部を設置しています。経営監査部による監査の結果は、代表取締役社長執行役
員及び監査等委員会に報告されます。不備事項が指摘された場合は、改善計画が立案・実行され、経営監査部がその改善結果を監視します。

□会計監査人による監査

当社は、会計監査人にＰｗＣあらた有限責任監査法人を選任しています。

＜監査業務を執行する公認会計士の氏名及び継続監査年数＞

齊藤　剛（３年）

本多　守（２年）

谷口寿洋（１年）

＜監査業務に係る補助者の構成＞

公認会計士４名

その他18名

監査等委員会、経営監査部及び会計監査人は、情報・意見交換等を行うための会合を定期的に開催し、相互連携を図りながら監査の実効性向
上に努めています。

監査に係る運用状況については、「Ⅳ　内部統制システム等に関する事項」「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」も
併せてご参照ください。

■責任限定契約

当社は、取締役及び会計監査人との間で、責任限定契約を締結していません。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、2015年５月から、執行に対する取締役会の監督機能強化、及び社外取締役の経営参画によるプロセスの透明性と効率性向上によりグ
ローバルな視点から国内外のステークホルダーの期待に応えるため、監査等委員会設置会社に移行しました。

独立性を有する監査等委員が取締役会での議決権を持ち、監査等委員会が内部統制システムを積極的に活用して監査を行うことで、法令遵守
のみならずステークホルダーとの適切な協働関係の維持や健全な事業活動倫理を尊重する企業文化・風土醸成に対して社外の目による経営の
監査・監督機能を強化することが、当社にふさわしい体制であると判断しています。

また、取締役及び執行役員の候補者の指名並びに報酬の決定に係る透明性及び客観性を確保するため、2015年12月に任意の指名委員会及び
報酬委員会を設置しました。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
招集通知は、株主総会開催日の３週間前を目安として発送しています。また、招集通知発
送日の１週間前を目安として当社ウェブサイト及びＴＤnetに掲載しています。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会の開催日は、集中日をできる限り回避して設定しています。

（2021年は３月26日（金））

電磁的方法による議決権の行使
インターネット（パソコン、スマートフォン又は携帯電話）による議決権行使を可能としてい
ます。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してい
ます。

招集通知（要約）の英文での提供
和文招集通知のウェブサイト掲載の１週間後を目安として、招集通知及び株主総会参考
書類の英訳を、当社ウェブサイト、ＴＤnet及び機関投資家向け議決権電子行使プラット
フォームに掲載しています。

その他
株主総会では報告事項の説明にナレーション入りのプレゼンテーションを利用するなど、
株主にとってより分かりやすい発信になるよう努めています。また、決議の結果等を当社
ウェブサイトに掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社グループは、ディスクロージャーポリシーを公表しています。詳細は、当社
ウェブサイトをご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/policy.html

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、企業の説明責任を果たし、経営の透明性を高めるため、法令に基づく
開示を適切に行うことに加え、ＩＲ活動にも注力しています。年２回、第２四半期
及び期末決算発表の際にはアナリスト及び機関投資家向けに決算説明会を
開催し、代表取締役社長執行役員自らが財務内容や事業活動状況・今後の
方針・戦略等の経営情報について説明しています。なお、第１四半期及び第３
四半期決算発表の際には、上席執行役員経理財務本部長が、ウェブカンファ
レンスを行っています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
毎年、欧州及び米州などの機関投資家向けに、代表取締役社長執行役員自
らが説明会や、投資家訪問を実施しています。2020年以降はウェブカンファレ
ンスを中心に実施しています。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社ウェブサイトにおいて決算短信・有価証券報告書・決算説明会資料・株主
総会招集通知、統合レポート等のＩＲ資料を、英訳版とともに開示しています。

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/library.html

IRに関する部署（担当者）の設置 企画本部に、ＩＲ室を設置しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「ユニ・チャームグループ行動憲章」において「“信念と誓い”と企業行動原則」を定め、お客
様、株主、お取引先、社員、社会といった各ステークホルダーに対する５つの誓いとその実
践のための行動指針を明文化し、浸透を図っています。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、SDGs達成に貢献することを「パーパス」（存在意義）と考えています。2020年５月
には、「プラスチック問題対応」「気候変動対応」「森林破壊に加担しない（調達対応）」と
いった環境課題に対して、全社の環境重点目標として「環境目標2030」を設定しました。ま
た、2020年10月には、「2030年のありたい姿」を明示し、具体的な重要取組みテーマや目標
を設定したユニ・チャームグループ中長期ＥＳＧ目標「Kyo-sei Life Vision 2030」を発表しま

した。公正で透明性の高い企業経営（ユニ・チャーム プリンシプル）のもと、３つの健康（私

たちの健康・地球の健康・社会の健康）を守り、支えていくため、「Kyo-sei Life Vision 2030」

で掲げた20の目標達成に向けて、環境問題や社会課題の解決に取り組んでいます。

具体的な目標や活動状況等は、当社ウェブサイト「サステナビリティ」に掲載しています。

https://www.unicharm.co.jp/ja/csr-eco.html

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「ユニ・チャームグループ行動憲章」の「“信念と誓い”と企業行動原則（株主への誓い）」に
おいて、「我が社は、積極的な経営情報の開示を行い、信頼される企業経営の推進に努め
ます。」と定めています。この「株主への誓い」に基づき、株主、投資家をはじめとするあら
ゆるステークホルダーへの迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、幅広い情報開示に
より、経営の透明性を高めています。

その他

当社は、国籍、人種、宗教、信条、性別、性自認、性的指向、婚姻、年齢、家系、障がい等
による差別は一切せず、社員一人ひとりの人権・個性を尊重し、能力を発揮できる職場環
境の整備と改善に努めています。2017年にはユニ・チャームグループ人権方針、調達基本
方針、サスティナブル調達ガイドラインを制定し、世界中のあらゆるビジネスパートナーを
対象に社会的責任を果たしていけるよう取組みを進めています。

＜多様性の確保についての考え方＞

当社は、当社のミッションである共生社会=Social Inclusionの実現に向けて、多様な人材を

活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供することが、優秀な人材の獲得及びイノ
ベーションを通じた価値創造につながると考えており、その一環として、中核人材の登用等
における多様性の確保が重要と認識しています。

＜多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標及び状況＞

女性管理職比率

日本：2020年実績14.7%　　2022年目標16%　　2030年目標30%

全社：2020年実績23.0%　　2022年目標29%　　2030年目標40%

女性執行役員比率

2020年実績3.7%　　2023年目標10%　　2030年目標30%

ナショナルスタッフ（外国籍社員）幹部比率（本部長以上）

全社：2020年実績43.0%　　2022年目標55%　　2030年目標80%

中途採用者管理職比率

日本：2020年実績26.6%

※ 現状でも多様性が満たされていると判断し、数値目標は設定していません。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況＞

多様性の確保に向けた人材育成については、年齢、性別、価値観、意見、発想、ライフスタ
イルなどそれぞれの違いを認め共存するための人事施策を展開し、強い個の集合体を作
り上げるため、部門の垣根を超えた異能を認め合う教育プログラム、計画的な人事ロー
テーションによる多様な人材の育成、女性活躍を含む多様性を見出すダイバーシティ＆イ
ンクルージョン教育などを推進していきます。社内環境整備については、育児休業制度、短
時間勤務制度、コアタイムに左右されないフレックスタイム制度、リモートワーク制度、副業
制度、時間単位年休、勤務間インターバル制度などを導入し、多様なバックグランドを持つ
社員が活躍できる環境を整備しています。具体的な状況につきましては、当社ウェブサイト
のサステナビリティレポート2021の以下のページをご参照ください。

・重要取り組みテーマ ユニ・チャーム プリンシプル（p.31～p.32）

・労働基準（p.86～p.92）

・人事関連データ（p.97）

https://www.unicharm.co.jp/ja/csr-eco/report.html



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．コンプライアンス体制

〔基本方針〕

・社是及び行動憲章において、コンプライアンスに対する方針を明示します。

・役員及び使用人が必要な知識を習得できるよう、トレーニングを実施します。

・コンプライアンス意識に関して、定期的なモニタリングを実施します。

・被監査部門から独立した内部監査部門による監査を実施します。

・問題の早期把握のため、内部通報窓口を設けます。

・反社会的勢力との一切の関係遮断を図ります。また、強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止に取り組みます。

〔運用状況〕

・社是に「企業の成長発展、社員の幸福、及び社会的責任の達成を一元化する正しい企業経営の推進に努める」と掲げています。また、「ユニ・
チャームグループ行動憲章」の「“信念と誓い”と企業行動原則」及び「“我が五大精神”と社員行動原則」において、「私たちは、全ての企業活動に
おいて、法律やルールを遵守します。」「我が社は、何よりも遵法の精神を重んじ、正しいことを行うために、勇気と厳しさを持った経営活動の実践
を貫きます。」と定めるとともに、これらの実践のための行動指針を整備し、当社及び国内外グループ会社の役員及び使用人がいつでも閲覧でき
る環境を整備しています。

・年に数回、幹部社員向けの勉強会においてコンプライアンスに関するテーマを取り上げています。また、新入社員研修、海外赴任者向け研修等
においても、コンプライアンスに関するテーマを取り上げています。その他、コンプライアンスに関する様々なテーマで、役員及び使用人に対するＥ
ラーニングを実施しています。

・当社及び国内外グループ会社において定期的に実施している社員意識調査にコンプライアンス意識に関する調査項目を設け、モニタリングを実
施しています。

・経営監査部が、当社及び国内外グループ会社の内部監査を実施しています。監査の結果は、監査実施後、代表取締役社長執行役員及び常勤
監査等委員に報告するとともに、定期的に監査等委員会に報告しています。

・倫理・法令違反事案の相談・通報窓口として「Compliance Hotline」を、ハラスメント行為及び悩み相談窓口として「りんりんDial」を設置していま

す。相談・通報の状況は、相談・通報者の保護に配慮しつつ、企業倫理委員会を通じて、定期的に取締役会に報告しています。

・反社会的勢力との関係遮断及び腐敗防止に関して、行動憲章に明記し、取組みを進めています。

２．情報の保存及び管理に関する体制

〔基本方針〕

・取締役の職務の執行に係る情報は、機密性、完全性及び可用性の確保を考慮し、また、法令等の定めがある場合はこれに従い、適切に保存及
び管理を行います。

〔運用状況〕

・「情報セキュリティポリシー」「情報管理セキュリティ規程」「文書保存年限表」等の社内規程において、法令等の定めを踏まえた情報の保存及び
管理に関する取扱いを定め、運用しています。取締役は、必要なときはいつでも、保存及び管理されている情報を閲覧することができるものとして
います。

３．リスク管理体制

〔基本方針〕

・リスク管理に関する役割及び責任を明確化します。

・意思決定を行う際には、想定されるリスクに適切な考慮を払います。

・経営上の重要なリスクについて、全社で対策に取り組む体制を構築します。

・危機対応に係る組織・体制や計画を整備します。

・リスク管理のプロセスについて、監査を実施します。

〔運用状況〕

・当社及び国内外グループ会社の役員及び使用人は、職務分掌及び決裁権限規程により定められた権限に応じて、責任を持ってリスク管理を
行っています。

・取締役会決議をはじめとする意思決定の際に、想定されるリスクに対して適切な考慮が払われるよう、意思決定プロセスや必要な資料などの
ルールを整備しています。

・当社及び国内外グループ会社の経営上、重要なリスクについては、業務執行会において対策を討議し、必要に応じて取締役会に報告する体制
としています。

・危機対応に関しては、クライシスコミュニケーションマニュアルにおいて、平時及び有事の対応組織、リスク情報のモニタリング、クライシスの報告
に関するルール等を定めています。また、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、環境の変化に応じてルールや計画の見直しを行っています。

・経営監査部が、当社及び国内外グループ会社の内部監査を実施しています。監査の結果は、監査実施後、代表取締役社長執行役員及び常勤
監査等委員に報告するとともに、定期的に監査等委員会に報告しています。

４．職務執行の効率性確保のための体制

〔基本方針〕

・職務執行に関する役割及び責任を明確化することによって、重複を排除し、迅速な意思決定を実現します。

・職務執行の効率性を確保できる経営手法を採用し、実践します。

・グループ全体から現場まで様々なレベルで、整合性のとれた戦略及び計画を策定します。

・経営環境の変化に対応して機動的に経営戦略を見直します。

・業務の効率化を積極的に推進します。

〔運用状況〕

・当社は、執行役員制度を採用し、執行責任を明確化しています。また、組織・業務分掌及び決裁権限規程を定め、当社及び国内外グループ会社
の役員及び使用人の役割及び責任を明確化しています。

・当社及び国内外グループ会社は、全社で目指す目的・目標を共振の経営実践会議（毎週、当社及び国内外グループ会社をテレビ会議及びウェ



ブ会議で接続して実施しています。）等を通じて浸透・徹底しています。

・グループの中期経営計画を、取締役会決議により策定しています。また、中期経営計画を実現するため、諮問会議において、中期経営計画で掲
げた全社戦略の具体化及びグループ会社それぞれの戦略を審議しています。これらを踏まえて、取締役会決議により、マネジメント予算を策定し
ています。

・全体の計画の進捗状況を、月次の業務執行会においてモニタリングしています。発生した課題については、対応方針を決定しています。

・業務効率化のため、ＩＴを活用するとともに、業務プロセスの改革にも継続的に取り組んでいます。

５．グループ管理体制

〔基本方針〕

・国内外グループ会社が、各々責任を持って、自主的な経営を行うことを基本とします。

・コンプライアンス体制、リスク管理体制、職務執行の効率性確保のための体制等に関して、国内外グループ会社に共通して適用すべき事項を明
確にし、体制を構築します。

・国内外グループ会社が当社に報告すべき事項及び当社の承認を得るべき事項を明確に定めます。

・グループ会社間の取引について、その適正を図ります。

・国内外グループ会社に対する適切なモニタリング及び監督を実施します。

・国内外グループ会社に対して、実効的な監査を行います。

〔運用状況〕

・国内外グループ会社が、各々責任を持って、自主的な経営を行うことを基本としています。

・コンプライアンス体制、リスク管理体制、職務執行の効率性確保のための体制等に関して、国内外グループ会社に共通して適用すべき事項につ
いては、グループ規程を策定し、各グループ会社の承認を得て運用しています。

・関係会社管理規程において、国内外グループ会社が当社に報告すべき事項等を定めています。また、決裁権限規程において、国内外グループ
会社が当社の承認を得るべき事項等を定めています。

・グループ会社間の取引（当社と国内外グループ会社との取引を含みます。）について利益相反を管理し、必要な場合には、社外取締役が出席す
る取締役会で審議を行ったり、兼職している役員が審議及び議決に加わらないものとしたりするなどの対応を行っています。

・株主総会における議決権の行使、役員の兼職並びに取締役会、諮問会議及び業務執行会における報告及び審議等を通じて、国内外グループ
会社のモニタリング及び監督を実施しています。

・当社経営監査部が国内外グループ会社に対する監査を行っているほか、主要なグループ会社は、当該グループ会社独自の監査を行っていま
す。独自の監査の結果についても、監査実施後、当社経営監査部を通じて、代表取締役社長執行役員及び常勤監査等委員に報告するとともに、
定期的に監査等委員会に報告しています。

６．監査等委員会の補助使用人

〔基本方針〕

・監査等委員会の職務を補助するため、補助使用人を置きます。

・監査等委員会の補助使用人については、監査等委員以外の取締役からの独立性を確保します。

・監査等委員会の補助使用人については、監査等委員会による指示の実効性を確保します。

〔運用状況〕

・監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会室を設置しています。

・監査等委員会の補助使用人の任命、評価、異動、懲戒等の人事に係る事項の決定に当たっては、事前に監査等委員会の同意を得るものとして
います。

・監査等委員会は、補助使用人に直接指示することができるものとし、補助使用人は当該指示に従うものとしています。

７．監査等委員会への報告体制

〔基本方針〕

・監査等委員会が関係者から報告を受けられる体制並びに監査等委員が業務及び財産の状況の調査をする際に関係者の協力を得られる体制を
整備します。

・当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の監査等委員会への報告に関する体制を整備します。

・常勤監査等委員から監査等委員会への報告に関する体制を整備します。

・会計監査人及び内部監査部門から監査等委員会への報告に関する体制を整備します。

・監査等委員会への報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保する体制を整備します。

〔運用状況〕

・当社及び国内外グループ会社の役員及び使用人は、監査等委員会又は監査等委員から求められた場合は、速やかに事業の報告を行い、又は
業務及び財産の状況の調査に協力する（ただし、国内外グループ会社の役員及び使用人については、正当な理由がある場合を除きます。）ものと
しています。

・当社の役員は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちに監査等委員会に報告するものとしています。

・常勤監査等委員は、諮問会議、業務執行会等の主要会議への出席、往査その他により情報を収集し、監査等委員会に報告しています。

・会計監査人及び経営監査部は、監査の方針及び計画について、定期的に監査等委員会に報告しています。監査の結果（国内外グループ会社
に対する監査の結果及び国内外グループ会社が独自に実施した監査の結果を含みます。）についても、監査実施後、代表取締役社長執行役員
及び常勤監査等委員に報告するとともに、定期的に監査等委員会への報告を行っています。

・監査等委員会への報告を行った者に対して当該報告を理由として不利な取扱いを行うことを禁止しています。

８．その他監査等委員会の監査の実効性を確保する体制

〔基本方針〕

・監査等委員による社内の情報へのアクセスを確保します。

・会計監査人、内部監査部門及びグループ会社の監査役との連携を確保します。

・監査等委員以外の役員との情報交換及び意見交換を実施します。

・監査等委員の職務の執行に必要な費用は、会社が負担します。

・必要に応じて外部専門家との連携を図ることができるものとします。

〔運用状況〕

・必要なときにはいつでも常勤の監査等委員が決裁書等の社内の文書を閲覧できる環境を整備しています。

・監査等委員会は、会計監査人、内部監査部門及びグループ会社の監査役と、情報交換及び意見交換を行う会合を定期的に開催し、緊密な連携



を図っています。

・監査等委員会は、代表取締役その他の取締役と、定期的に会合を開催し、情報交換及び意見交換を行っています。

・監査等委員がその職務の執行について費用の前払い・支払い等の請求をしたときは、当該費用が監査等委員の職務の執行に必要でないことを
証明した場合を除き、その前払い・支払い等を行うものとしています。あらかじめ支出が見込まれる費用については、予算措置を講じています。

・監査等委員会は、必要な場合には、会社の費用負担で弁護士又は公認会計士等の外部専門家との連携を図ることができるものとしています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「ユニ・チャームグループ行動憲章」の「“信念と誓い”と企業行動原則実践のための行動指針（“社会への誓い”の実践）」において、「我が社は、反
社会的勢力等とは、いかなる関係も持たず、いかなる要求にも応じません。警察等と連携をとり、毅然とした態度で臨みます。」と定めています。

反社会的勢力排除に向けた整備状況

反社会的勢力排除に向けた取組みについては、法令及び企業倫理に則り対応することが重要であるとの認識に立ち、当社では上記行動指針を
当社グループの取締役及び社員へ周知、徹底していくとともに、警察等の外部専門機関との連携、反社会的勢力に関する情報の収集・管理に努
め、継続して社員の教育・啓発及びマニュアル整備等を通じて更なる社内体制の整備、強化を図って参ります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、企業価値の向上が、企業として重要な責務であると認識しています。この認識のもと、当社では、製品開発力・技術開発力の向上、利益
指向のオペレーション等に取組むことによって、国際競争力・収益力の向上を可能とするための体制構築に努めています。収益力を高め、企業価
値を向上させることが、株主の皆様の利益につながり、それがより多くの投資家層を広げ、資本の長期的な安定をもたらすと考え、これこそが企業
買収に対する最も有効な防衛策であると認識しています。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は次のとおりです。

（１）適時開示方針

「ユニ・チャームグループ行動憲章」の「“信念と誓い”と企業行動原則実践のための行動指針（"株主への誓い"の実践）」において、「我が社は、株
主・投資家等に対し、ＩＲ活動を通じて、財務内容や事業活動状況・今後の方針・戦略等の経営情報を的確に開示します。」と定め、説明責任を果
たすべく、上場会社として会社情報の適時開示に努めています。

（２）適時開示体制

当社は、重要な会社情報について、国内外グループ会社に係るものも含めて、当社のコーポレート機能部門に集約される体制を構築しており、当
該部門の責任者が協議のうえ、適時開示すべき情報については代表取締役社長執行役員の承認を得て、東京証券取引所に届出している情報取
扱責任者が、その内容、時期及び方法等について決定し、情報取扱担当部門及びＩＲ担当へＴＤnetへの登録、資料投函、及び記者会見等の指示
を行います。

なお、重要な会社情報を一元管理する体制は以下のとおりです。

●決定事実（決算情報を含む）

当社及び国内外グループ会社に統一して適用している決裁権限規程により、決定事項の性質及び重要性に応じて決定機関、決裁者及び合議者
を定め、内部統制と情報統制を一体化することで、重要な会社情報は必ず当社のコーポレート機能部門に集約される体制を構築しています。ま
た、その中でも、取締役会において決定すべき重要な事項については、各議案について事前に情報取扱担当部門又は取締役会事務局が法令や
ガイドライン、事例等に基づいて適時開示の要否判断を行うことを義務付けています。

●発生事実

当社及び国内外グループ会社の取締役及び社員には、当社又は国内外グループ会社に重大な影響を及ぼす事実が発生した場合、「クライシス

コミュニケーション マニュアル」に基づいて行動することを義務付けており、発生部門又は国内外グループ会社から当社のコーポレート機能部門に

当該発生事実に係る情報が集約される体制を構築しています。



（別紙）取締役の有するスキル等の組合せ 

 

 高原豪久 石川英二 森信次 和田浩子 杉田浩章 淺田茂 

企業経営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

財務・会計 ○   ○ ○ ○ 

コーポレートガバナンス ○   ○ ○ ○ 

リスクマネジメント ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

人材育成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

海外事業 ○   ○  ○ 

マーケティング ○  ○ ○ ○  

流通戦略   ○ ○ ○  

開発・生産  ○     

品質  ○     

DX     ○  
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